
ラムサール条約登録湿地関係市町村会議 

琵 琶 湖 宣 言 

我々、ラムサール条約登録湿地関係市町村は、本条約の国内登録湿地の中で最大

の湿地である琵琶湖のほとり高島市に集い、「ラムサール条約湿地と地域の活性化」

をテーマに、各地の経験にもとづいて、具体的に検討する機会を得た。 

かつて湿地は生きとし生ける物すべてに恩恵をもたらしていた。人間も水や生活

の糧や資材を得る場として、湿地の恵みを受け、湿地保全とワイズユース（賢明な

利用）のために独自の文化を生み出し、世代を越えて継承・発展させてきた。しか

し産業革命以来、人間は湿地の活用を急ぐあまり、過大な負荷をかけ、湿地の生態

系を損なった。 

そこで我々は、日本・世界の各地域の伝統や先進事例に学び、湿地の保全・再生

とワイズユースというラムサール条約の２つの目的と、それを支える「対話・教育・

参加・啓発」（CEPA）の実現に努めてきた。そして、第 10 回ラムサール条約締約国

会議のテーマが、「健全な湿地、健康な人々」であることを想起しつつ、以下の点

について取り組むことを決意した。 

 

１ 条約湿地を健全な状態で次の世代に引き継ぐため、市町村・県・国がその責

務を明確にし、湿地に関わる多様な人々の参画を求め、地域の特性に応じた湿

地管理を行うために、「保全管理計画」「保全活用計画」等を、策定・実施・改

善する。 

 

２ 地域の人々によって、恵み豊かな湿地は「地域の宝」として守られ、ワイズ

ユースが行われ、人を育て歴史や文化を生み出してきた。これを踏まえ、地

域における多様な湿地の多様な活用方法を探究・交流し、地域の活性化につ

なげる。 

 

３ 人と湿地とのかかわりを学び行動することの重要性を再認識し、多様な「対

話・教育・参加・啓発」（CEPA）を通じて、湿地の保全と地域の活性化との相

互補完関係の強化に努める。そのために、NGO や専門家と協力しながら「学習･

交流事業」を継続・発展させる。 

 

本年は、ラムサール条約湿地が国内に誕生して 30 年目であり、生物多様性条約

第 10 回締約国会議が国内で開かれる。我々は、この会議が世界で唯一のものであ

ることを認識し、条約湿地を始めとする多様な湿地における保全･再生、ワイズユ

ース、CEPA についての取り組みが、内外に大きな影響を与えることを期待する。 
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